様　式　Ｃ－５４－３　別紙

様　式　Ｃ－５４－３
平成２２年度科学研究費補助金（研究成果公開促進費）事業計画変更承認申請書

独立行政法人日本学術振興会理事長　殿

平成　　年　　月　　日
	代表者
連絡先
	〒
	機関番号（　　　　　）

	
	

	
	※　研究機関に所属し機関管理となる場合は、所属機関の所在地・機関番号及び機関・部局・職名を記入

	フリガナ
	

	作成組織
の名称
	

	代表者
	作成組織
上の職名
	
	フリガナ
	

	
	
	
	氏　名
	
	印

（個人印）


平成２２年度科学研究費補助金（研究成果公開促進費）データベース（研究成果データベース）の以下の事業について、下記のとおり事業計画を変更したいので、ご承認くださるようお願いします。
	課題番号
	交付決定額
	種類（該当する項目の左の欄に○をすること）
	

	
	円
	
	重　点
	
	一　般
	

	データベース

の名称
	日本語名：

	
	英 語 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （略称：　　　　　）

	対象分野
	


＊　以下､変更しようとする項目についてのみ、変更後の内容を記入するとともに、変更する必要が生じた理由を「変更理由」欄に記入すること。
	(2)データベース
の種類･性格
	１ 書誌情報　　２ 数値情報　　３ 画像情報　　４ 音声情報　　５ 動画情報
６ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	１ レファレンス　 　　　　　　２ 論　文　 　　　　 ３ ファクト
 （目録所在データ、ディレクトリ）　　　（論文の抄録・全文）　　　（実験・観測データ、一次資料）

	(3)平 成 ２２年 度 入 力 予 定 の
レコード数及びデータ容量
	レコード数
	データ容量

	
	件
	ＭＢ

	(4)平成２２年度所要経費
（合計）
	内訳

	
	物　品　費
	旅費
	謝金等
	そ　の　他

	円
	円
	円
	円
	円


なお、(4)「平成２２年度所要経費」の内訳に変更がある場合は、全ての費目を記入し、「様式C-54-3別紙」に必要事項を記入の上、添付すること。
	(1)データベースの名称
	日本語名：

	
	英 語 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （略称：　　　　　）


	変更理由
	

	
	（変更しようとする項目及び変更が必要となった理由を具体的に記入すること）


＊　交付申請時に提出した「交付申請書（様式A-52-3及び様式A-52-3別紙）」のコピーを１部添付すること。
＊　（(4)平成２２年度所要経費の内訳に変更がある場合）「その他」（うち「入力作業委託費」又は「CD/DVD等作成委託費」）に変更がある場合は、新たに徴収した変更後の「見積書（様式A-53-4）」を１部添付すること。
課題番号（　　　　　　）
	平成２２年度事業を行うに当たっての、一般競争入札の実施又は準備状況（該当する項目の左の欄に○をすること）

	
	一般競争入札をU実施済U。
	費目
	
	入札実施年月日
	平成　　年　　月　　日

	
	
	費目
	
	入札実施年月日
	平成　　年　　月　　日

	
	一般競争入札の実施に向けてU手続中U。
	費目
	
	入札実施予定年月日
	平成　　年　　月　　日

	
	
	費目
	
	入札実施予定年月日
	平成　　年　　月　　日

	
	当該事業において、公募要領で定める一般競争入札を必要とする契約のU該当はないU。

	所要経費の内訳
	

	物 品 費
	事　　　　　　　項
	単　価
	員　数
	金　額
	業者選定方法

（契約の相手方）

	
	
	
	
	
	

	
	小　   　　　 　計
	円
	

	旅 　費
	事　　　　　　　項
	単　価
	員　数
	金　額
	業者選定方法

（契約の相手方）

	
	
	
	
	
	

	
	小　   　　   　計
	円
	

	謝 金 等
	事　　　　　　　項
	単　価
	員　数
	金　額
	業者選定方法
（契約の相手方）

	
	
	
	
	
	

	
	小　   　　　 　計
	円
	

	そ の 他
	事　 　　　　　　項
	単　価
	員　数
	金　額
	業者選定方法
（契約の相手方）

	
	うち｢入力作業委託費｣

（様式Ａ－５３－４「見積書」添付）
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	うち｢CD-ROM又はDVD-ROM等作成委託費｣

（様式Ａ－５３－４「見積書」添付）
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	うち｢著作権使用料｣


	
	
	
	

	
	うち｢その他｣


	
	
	
	

	
	小　　　　　　　計
	円
	


（金額単位：円）
＜作成上の注意＞

①　別紙の各費目欄に記載した変更後の金額と「事業計画変更承認申請書（様式Ｃ－５４－３）」の「(4)平成２２年度所要経費」の内訳の各費目欄に記載の金額に齟齬がないこと。

②　「事項」欄には、作業等の内容や品名等がわかるように１件ごとに記入すること。

③　各費目欄に記入する変更後の金額は、適正な見積りによる積算となっていること。

④　「業者選定方法（契約の相手方）」欄の記入方法

（1）　一般競争入札により契約先を選定した場合は、「入札（当該契約の相手方の名称）」と記入。

（2）　（1）以外の場合は、当該契約の相手方の名称を記入。

⑤　欄が小さく、記入しきれない場合は、適宜、記入欄を調整すること。なお、一枚に収まらない場合は「別葉」とすること。　※「別葉」とした場合は、ページ番号を付すこと。
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